
名古屋市告示第613号 

 

      財政事情及び公営企業の業務状況の公表 

       

  地方自治法（昭和22年法律第67号）第 243条の 3第 1項の規定に基づく名古

屋市財政事情の公表に関する条例（昭和39年名古屋市条例第25号）第 2条及び

地方公営企業法（昭和27年法律第 292号）第40条の 2第 1項の規定により、令

和 6年 9月30日現在における財政事情及び公営企業の業務状況のあらましを次

のとおり公表します。 

         

    令和 6年12月16日 

        

名古屋市長  広  沢  一   郎 

  

 

名古屋市財政局財政部財政課 



令和６年度上半期財政運営の状況

(1) 一般・特別会計歳入歳出予算の執行状況（令和６年９月30日現在）

1,528,906 596,603 39.0 530,290 34.7

1,122,893 284,949 25.4 326,272 29.1

　

　

(3) 財産、公債及び一時借入金の状況（令和６年９月30日現在）

  区   分

土 地  　88,102千㎡

建 物    10,181千㎡

そ の 他 　出資による権利    284,827百万円等

  物   品       7,311点

  債   権  85,643百万円

  基   金 394,300百万円

100,000 －        

2,700 －        

100 －        

4,200 －        

7,000 －        

37,000 7,500     

※会計間及び基金の資金運用を含む

区　　　　　分 借入限度額 現　在　高

          財  政  の  あ  ら  ま  し   

区　　　　　分 予算現額
歳　　　　入 歳　　　　出

収入済額 収 入 率 支出済額 支 出 率

一 般 会 計

特 別 会 計

　　　　現　　　　在　　　　高

高速度鉄道事業会計

一 般 会 計

水 道 事 業 会 計

工業用水道事業会計

下 水 道 事 業 会 計

自動車運送事業会計

公
有
財
産

市有財産の現在高（公営企業分を除く）

一時借入金の状況

公債の現在高

（単位：百万円、％）

（単位：百万円、％）

（単位：百万円）

一般会計

1兆6197億95百万円

(65.4％)

公債現在高

公営企業会計

8203億55百万円

(33.1％)

特別会計

383億42百万円 (1.5％)

2兆4784億

92百万円 財政融資

4146億46百万円

(16.7％)

市場公募

1兆5474億84百万円

(62.4％)

地方公共団体

金融機構

2040億11百万円

(8.2％)

銀行等引受

2615億3百万円

その他

508億48百万円 (2.1％)

借入先別会 計 別

(10.6％)

(2) 公営企業会計（令和６年９月30日現在・収益的収支）

　　　　　収　　　　　　　入 　　　　　支　　　　　　　出

53,856 25,966 48.2 55,017 22,123 40.2

1,050 534 50.9 1,059 474 44.8

79,231 39,509 49.9 80,581 35,507 44.1

28,835 12,693 44.0 29,406 10,746 36.5

94,715 47,278 49.9 85,957 29,596 34.4

257,687 125,980 48.9 252,020 98,446 39.1

自動車運送事業会計

高速度鉄道事業会計

計

執 行 率執 行 額予 算 額執 行 率執 行 額予 算 額
区　　　　　分

水 道 事 業 会 計

工業用水道事業会計

下 水 道 事 業 会 計



市税 6,175 人件費 2,636

地方譲与税・県税交付金 1,041 扶助費 4,151

地方交付税 93 公債費 1,293

市債 1,117 投資的経費 1,379

うち臨時財政対策債 30 物件費 1,356

国・県支出金 3,651 補助費等 1,259

諸収入 1,098 貸付金 687

使用料及び手数料 389 繰出金 911

繰越金 108 その他 446

支出計　(1) 14,118

その他 610 翌年度繰越事業充当財源(2) 67

実質収支　(3) 97

収入計 14,282 総計　(1)+(2)+(3) 14,282

  令和５年度の決算は、市税収入が6,175億円となり、収入の総額が1兆4,282億円、支出の

総額が1兆4,118億円となりました。翌年度への繰越財源を除いた実質収支は97億円となって

います。

令和５年度一般会計決算の概要

（単位：億円）
収     入 支     出

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

29年度 30年度 令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

義務的経費

投資的経費

その他

12,233

14,118

11,966

義務的経費

6,832 

(58.9%)

投資的経費

980  

(8.5%)

その他

3,784 

(32.6%)

義務的経費

8,080

(57.2%)

投資的経費

1,379   

(9.8%)

その他

4,659 

(33.0%)

11,596

性質別歳出の推移

14,359

義務的経費とは、
職員の給与などの
「人件費」、生活
保護費・保育所運
営費・各種医療助
成費などの｢扶助
費」、市債の元利
償還費の「公債
費」をいいます。

(億円)

13,893

15,037



    市の借金にあたる市債の現在高は、令和５年度末では一般会計で
  1兆6,506億円となり前年度に対して159億円の増となりました。
　  市民１人当たりにすると72万円（令和５年度末住民基本台帳登載
  人口2,291,891人）となっています。

市債現在高（年度末）の推移

歳出決算の概要

16,213 16,074 15,817 15,794 16,166 16,347 16,506 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

29年度 30年度 令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

(億円)

健康福祉費
福祉施設の運営・整備
や生活保護の実施など
に要する費用

3,911億円
(27.7%)

公債費
すでに発行した市債
の元金の返済などに
要する費用

1,297億円
(9.2%)

総 額
1兆4,118億円
（構成比100％）

経済費
産業の振興など
に要する費用

821億円
(5.8%)

緑政土木費
道路・河川・公園の
整備や維持管理など
に要する費用

767億円(5.4%)

住宅都市費
市街地整備や住宅の

建設などに要する費用

390億円(2.8%)

スポーツ市民費
スポーツの振興や区役所
の運営などに要する費用

201億円
(1.4%)

諸支出金
公営企業会計への
繰出金

523億円(3.7%)

総務費
職員の人事管理や
徴税事務などに要
する費用

283億円(2.0%)

消防費
消防や救急など
に要する費用

90億円
(0.6%)

議会費
議会の活動に要
する費用

17億円
(0.1%)

子ども
青少年費

保育所の運営や子育
て家庭への支援など
に要する費用

1,841億円
(13.1%)

観光文化交流費
都市魅力の向上・発信や
国内外の交流促進などに
要する費用

88億円(0.6%)

教育費
学校教育や生涯学習
などに要する費用

888億円
(6.3%)

環境費
ごみの処理や環境の
保全などに要する費用

292億円(2.1%)

職員費
本市の常勤の特別職、一般
職の給与などに要する費用

2,709億円
(19.2%)



　　貸借対照表は、基準日時点における資産・負債・純資産の状況を示したものです。

令和５年度

統一的な基準による財務書類（一般会計等）

(1)貸借対照表　　

（令和６年３月31日現在）
（単位：百万円）

金額 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 3,714,292   固定負債 1,743,635   

有形固定資産 2,952,136   地方債 1,530,069   

事業用資産 1,178,710   長期未払金 26,588      

土地 591,273     退職手当引当金 185,680     

立木竹 77          損失補償等引当金 -           

建物 1,735,067   その他 1,298       

建物減価償却累計額 △1,174,862 流動負債 172,974     

工作物 108,982     1年内償還予定地方債 137,537     

工作物減価償却累計額 △85,899    未払金 2,428       

船舶 -           未払費用 -           

船舶減価償却累計額 -           前受金 -           

浮標等 39          前受収益 -           

浮標等減価償却累計額 △38        賞与等引当金 19,549      

航空機 2,466       預り金 12,778      

航空機減価償却累計額 △2,466     その他 682         

その他 -           1,916,609   

その他減価償却累計額 -           【純資産の部】

建設仮勘定 4,071       固定資産等形成分 3,808,315   

インフラ資産 1,754,607   余剰分（不足分） △1,882,146 

土地 1,371,985   

建物 71,051      

建物減価償却累計額 △43,442    

工作物 1,428,388   

工作物減価償却累計額 △1,095,705 

その他 -           

その他減価償却累計額 -           

建設仮勘定 22,330      

物品 47,219      

物品減価償却累計額 △28,400    

無形固定資産 7,263       

ソフトウェア 2,820       

その他 4,443       

投資その他の資産 754,893     

投資及び出資金 677,093     

有価証券 51,163      

出資金 625,930     

その他 -           

投資損失引当金 △333,405   

長期延滞債権 4,667       

長期貸付金 77,392      

基金 314,780     

減債基金 246,496     

その他 68,284      

その他 14,863      

徴収不能引当金 △497       

流動資産 128,486     

現金預金 30,483      

未収金 3,664       

短期貸付金 24,301      

基金 69,722      

財政調整基金 24,060      

減債基金 45,662      

棚卸資産 -           

その他 666         

徴収不能引当金 △350       1,926,169   

3,842,778   3,842,778   

※

※ 表示単位未満四捨五入のため合計が一致しない場合がある

科目 科目

負債合計

純資産合計

基準日は会計年度末（３月31日）とし、出納閉鎖日（翌年度の５月31日）までに現金の受払い等を終了した後の計数
をもって会計年度末の計数としている

資産合計 負債及び純資産合計



　行政コスト計算書は、一会計期間中の経常的な行政サービスに要した費用等を示したもの

です。

（令和５年４月１日から令和６年３月31日まで）

(2)行政コスト計算書　　

金　　額

（百万円）

経常費用 1,244,678          

業務費用 588,085            

人件費 274,350            

職員給与費 218,243            

賞与等引当金繰入額 19,548             

退職手当引当金繰入額 15,004             

その他 21,555             

物件費等 291,640            

物件費 173,783            

維持補修費 58,454             

減価償却費 59,403             

その他 -                  

その他の業務費用 22,095             

支払利息 13,791             

徴収不能引当金繰入額 446                

その他 7,858              

移転費用 656,593            

補助金等 176,580            

社会保障給付 366,995            

他会計への繰出金 109,516            

その他 3,502              

経常収益 83,854             

使用料及び手数料 39,390             

その他 44,464             

純経常行政コスト 1,160,824          

臨時損失 22,863             

災害復旧事業費 -                  

資産除売却損 22,240             

投資損失引当金繰入額 52                 

損失補償等引当金繰入額 -                  

その他 571                

臨時利益 1,295              

資産売却益 846                

その他 449                

純行政コスト 1,182,392          

※基準日は会計年度末（３月31日）とし、出納閉鎖日（翌年度の５月31日）までに現金の受払い等を

終了した後の計数をもって会計年度末の計数としている

※市民１人当たりの額は、令和５年度末時点の人口（2,291,891人）により算出

※表示単位未満四捨五入のため合計が一致しない場合がある

29.5 160.1              

8.8 47.8               

0.3 1.5                

0.6 3.4                

52.8 286.5              

14.2 77.0               

1.8 9.6                

1.1 6.0                

0.1 0.2                

4.6 25.5               

4.8 25.9               

-                  -                  

1.7 9.4                

23.4 127.2              

14.0 75.8               

17.5 95.2               

1.6 8.5                

1.2 6.5                

100.0 543.1              

47.2 256.6              

22.0 119.7              

科　　　目

経常費用の構成比率  市民1人当たりの額

(％) (千円)



　　　純資産変動計算書は、一会計期間中の純資産の変動内容を示したものです。

　　　資金収支計算書は、一会計期間中の現金の流れを「業務」「投資」「財務」に分類して
　　示したものです。

(3)純資産変動計算書　

(4)資金収支計算書　

（令和５年４月１日から令和６年３月31日まで）

（令和５年４月１日から令和６年３月31日まで）
(単位：百万円）

固定資産

等形成分

余剰分

（不足分）

前年度末純資産残高 1,962,310    3,822,514   △1,860,204 

純行政コスト（△） △1,182,392  △1,182,392 

財源 1,131,115    1,131,115   

税収等 765,969      765,969     

国県等補助金 365,146      365,146     

本年度差額 △51,277     △51,277    

固定資産等の変動（内部変動) △29,336    29,336      

有形固定資産等の増加 16,416      △16,416    

有形固定資産等の減少 △68,033    68,033      

貸付金・基金等の増加 95,302      △95,302    

貸付金・基金等の減少 △73,021    73,021      

資産評価差額 21           21          

無償所管換等 15,115       15,115      

その他 -            -           -           

本年度純資産変動額 △36,141     △14,200    △21,941    

本年度末純資産残高 1,926,169    3,808,314   △1,882,145 

※

※ 表示単位未満四捨五入のため合計が一致しない場合がある

科目 合計

基準日は会計年度末（３月31日）とし、出納閉鎖日（翌年度の５月31日）までに

現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としている

【業務活動収支】

業務支出 1,177,578        

業務費用支出 520,985          

人件費支出 268,190          

物件費等支出 232,237          

支払利息支出 13,791           

その他の支出 6,767            

移転費用支出 656,593          

補助金等支出 176,580          

社会保障給付支出 366,995          

他会計への繰出支出 109,516          

その他の支出 3,502            

業務収入 1,194,646        

税収等収入 765,721          

　　　　  て会計年度末の計数としている。国県等補助金収入 345,580          

使用料及び手数料収入 39,365           

その他の収入 43,980           

臨時支出 -                

災害復旧事業費支出 -                

その他の支出 -                

臨時収入 -                

業務活動収支 17,068           

科目 金額

(単位：百万円）

【投資活動収支】

投資活動支出 170,972          

公共施設等整備費支出 31,638           

基金積立金支出 65,769           

投資及び出資金支出 4,284            

貸付金支出 22,400           

その他の支出 46,881           

投資活動収入 143,411          

国県等補助金収入 19,567           

基金取崩収入 49,929           

貸付金元金回収収入 24,468           

資産売却収入 2,393            

その他の収入 47,054           

投資活動収支 △27,561         

【財務活動収支】

財務活動支出 143,283          

地方債償還支出 140,788          

その他の支出 2,495            

財務活動収入 155,624          

地方債発行収入 155,624          

その他の収入 -                

財務活動収支 12,341           

1,848            

15,857           

17,705           

前年度末歳計外現金残高 12,795           

本年度歳計外現金増減額 △17             

本年度末歳計外現金残高 12,778           

本年度末現金預金残高 30,483           
※

※ 表示単位未満四捨五入のため合計が一致しない場合がある

前年度末資金残高

本年度末資金残高

科目 金額

本年度資金収支額

基準日は会計年度末（３月31日）とし、出納閉鎖日（翌年度の５月31

日）までに現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の

計数としている



健全化判断比率及び資金不足比率　

算 定 内 容
令　和
５年度
比  率

令　和
４年度
比  率

令　和
３年度
比  率

早  期
健全化
基  準

財政再生
基    準

一般会計等を対象とし

た実質赤字の標準財政

規模に対する比率

全会計を対象とした実

質赤字の標準財政規模

に対する比率

一般会計等が負担する

元利償還金及び元利償

還金に準ずる経費の標 6.4％ 6.8％ 7.2％

準財政規模に対する比

率

地方債残高や債務負担

行為に基づく支出予定

額など一般会計等が将

来負担すべき実質的な

負債の標準財政規模に

対する比率

市場及びと畜場特別会計 － － －

名古屋城天守閣特別会計 － － －

市街地再開発事業特別会計 － － －

水道事業会計 － － －

工業用水道事業会計 － － －

下水道事業会計 － － －

自動車運送事業会計 － － －

高速度鉄道事業会計 － － －

病院事業会計 － －

※　「－」は赤字額・資金不足額が発生していないことを示しています。

※　病院事業会計は令和４年度末をもって廃止しました。

83.0％
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